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〈論　文〉

対反乱（COIN）作戦の新たなアプローチに 
関する一考察

足 達 好 正

は じ め に

　対反乱（counterinsurgency）作戦とは、政府等に対する反乱を打倒すると同時にそ
れを封じ込め、また合わせて反乱の根本的な原因に対応するよう立案された包
括的な軍と民の取り組みであり、COINとも呼ばれる（以下、本稿では COINと記述

する）（1）。この COINに関する研究は 100年以上前から行われており（2）、COIN専
門家で米国国務省テロ対策調整官室の首席戦略官を務めたキルカレン（David John 

Kilcullen）によれば、反乱を鎮圧する COINの手法について、2つの基本的アプロ
ーチがあるという。一つは「民衆中心アプローチ（population-centric approach）」であ
り、もう一つは「敵中心アプローチ（enemy-centric approach）」である（3）。
　また彼によれば、民衆中心アプローチの根底にある哲学は、「まず民衆をコン
トロールできれば、他の全てのことは後からついてくる」というものであり、敵
中心アプローチのそれは、「まず敵を打倒できれば、他の全てのことは後からつ
いてくる」というものである（4）。つまり民衆中心アプローチは、COINに係る作
戦の焦点を民衆に当て、敵中心アプローチは作戦の焦点をゲリラ等の反政府勢力
（本稿では便宜上、以下「反乱勢力」と記述する）に当てているところに特徴がある。
　両アプローチは各国の COINに影響を与えてきたが、昨今のアフガニスタン
において米国を中心とする国際治安支援部隊（International Security Assistance Force：

ISAF、以下 ISAFと記述する）が適用したのは民衆中心アプローチであった。ISAF

司令官として作戦の指揮を執った米国陸軍のマクリスタル将軍（General Stanley 

McChrystal）らは、COINガイダンスで民衆を守ることが任務であり（5）、民衆に奉
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仕し、民衆の支持を得ることによってアフガニスタン政府と ISAFは勝利を得る
ことができると主張した（6）。
　この COINガイダンスの基礎となった米国陸軍・海兵隊の COINドクトリンで
ある FM3-24には「COINの核心は、民衆の支持を巡る闘争である。民衆の防護
と民衆への福祉の提供、民衆の支持獲得は、作戦成功に不可欠である（7）」とあり、
米国の COINドクトリンは民衆中心アプローチの影響を強く受けたものであった。
ISAFは国連安保理決議に基づき設立され、NATO諸国を中心に最大で 43ヶ国が
参加した多国籍軍部隊であり、これ程多くの各国軍が民衆中心アプローチに則っ
て COINを展開したことを考えれば、昨今では民衆中心アプローチが COINの主
流であるような感がある。しかし結果として、アフガニスタンの中央政府に対す
る民衆の支持率は低迷し（8）、タリバンの復権に伴い、その中央政府も瓦解したの
で、民衆中心アプローチに基づく COINが成功したとは言い難い（9）。
　では、民衆中心アプローチにはどのような問題点があるのであろうか。またそ
の一方で、敵中心アプローチにはどのような問題点があるのだろうか。加えて、
両者を脱却した新たなアプローチの可能性はあるのだろうか。こうした問題への
解答を得るため、本稿では以下の構成で論旨を展開していく。
　当初、民衆中心アプローチ及び敵中心アプローチの考え方について確認する。
次いで両アプローチの問題点を述べる。その後、両者を脱却したアプローチに係
る先行研究の紹介と評価を行う。その上で、本稿では当該先行研究のアプローチ
に係る枠組みの有効性を検証し、最後にこれらの議論をまとめ結論とする。
　なお、本稿における COIN成功の定義については、冒頭に述べた COINの定義
を準用し、政府等に対する反乱を打倒すると同時にそれを封じ込めることができ
た状況、つまり反乱が鎮圧され、政府等に対する脅威がなくなった状態とする。

1．両アプローチの考え方

（1）民衆中心アプローチ

　民衆中心アプローチの権威とされるフランス軍人のガルーラ（David Galula）は、
アルジェリア戦争（1954-1962）に従軍した自身の経験等をもとに COIN理論を確立
した。彼は「何がゲリラの生き残りと勢力拡大を可能にするのか？」という問い
に対し「それは民衆のゲリラ活動への加担である（10）。」と述べ、反乱勢力の活動
にとって民衆の支援が不可欠である旨を強調した。しかしここで注意すべきは、
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全ての民衆が必ずしも反乱勢力を積極的に支援しているわけではないという点で
ある。ガルーラは、民衆には積極的に反乱勢力を支援する者もいれば、民衆に紛
れ込んだ反乱勢力の報復の恐怖から身を守るため否応なく支援せざるを得ない民
衆が存在する旨にも言及している（11）。そのため民衆中心アプローチで COINの重
要な任務になってくるのが、民衆の防護である。
　民衆が反乱勢力から守られているとの意識を持ち合わさなければ COINは成功
に結び付かない。そのため COINに従事する軍は、パトロールと小規模な作戦や
待ち伏せ攻撃といった軍事行動を昼夜問わず強化し、反乱勢力の民衆への浸透を
防がなくてはならない（12）。ガルーラによれば「COINの勝利とは、反乱勢力の粉
砕ではなく、反乱勢力を民衆から永続的に分断することにより達成される（13）。」
のである。
　加えてガルーラは、民衆支持獲得のため、COINにおける経済、社会、文
化、医療といったさまざまな分野でのプロジェクトに取り組む必要性にも言及す
る（14）。というのも、反乱勢力は革命等の環境醸成のため自己の権力を掌握するま
ではあらゆる手段をもって無秩序を作為する（15）ので、反乱勢力が跋扈する地域で
は社会的基盤が崩壊している場合も多い。そのため COINに従事する兵士は、軍
事的任務に限定せず、ソーシャルワーカー、土木技師、学校教師、看護師、ボー
イスカウトなど、一般には民間人が実施する業務にも従事する準備ができていな
ければならない（16）。こうした兵士による民生支援の取り組みは、民衆防護の取り
組みと相まって COINに従事する軍や政府への民衆の支持獲得につながり、さら
に民衆との個別の接触機会の増大により、反乱勢力に係る情報収集にも有益とな
る（17）。このようにガルーラの主張する民衆中心アプローチは、民衆の防護、民衆
への福祉の提供、民衆の支持獲得を重視する COINアプローチである。
　また、イギリス軍人で COIN専門家のトンプソン（Sir Robert Grainger Ker 

Thompson）も自身のマラヤ危機（1948-1960）やベトナム戦争（諸説有り-1975）での経験
に基づき、同様の認識を示している（18）。さらに、民衆中心アプローチの武力行
使について着意すべきは民衆への危害防止である。米軍統合ドクトリンである
JP3-24には、「反乱勢力に対する標的を慎重に絞った軍事作戦であっても、民衆
に危険をもたらす可能性がある。COIN作戦によって民衆が犠牲になるたびに、
政府とその同盟国への支援が損なわれる（19）。」とあり、民衆への危害防止の重要
性を指摘している。
　このように民衆中心アプローチは、COINにおける作戦の焦点を敵ではなく民
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衆に当て、民衆防護、民衆への福祉の提供、民衆の支持獲得を通じて、反乱勢力
と民衆を分断し、最終的に反乱を鎮圧するアプローチといえるだろう。

（2）敵中心アプローチ

　敵中心アプローチは、反乱を通常の戦争にはるかに近いものとみなし、COIN

に従事する軍の主な任務として敵を倒すことに焦点を当てる。彼らは、民衆中心
アプローチのように軍による民生支援などの一種の政治活動を非難し（20）、もっぱ
ら軍としての行動を求める。そして歴史的事実を引用しながら軍による徹底的な
武力行使の重要性を主張するのである。
　米陸軍の退役軍人であるピーターズ（Ralph Peters）は「過去 3,000年にわたり、
圧倒的多数の反乱は、徹底的な反乱分子の鎮圧によって達成されてきた。軍は断
固たる使用がなされなければ失敗する。歴史的に軍事的対応が最も永続的な成功
を収めてきたことは明らかである（21）」と述べ、COIN成功における軍事的な武力
行使の役割を強調する。またゲリラ等の反乱分子が民衆に紛れていることを認識
した上で、反乱勢力と民衆の分断については、民衆に「恐怖」を与えることによ
って達成できると主張する。
　米国戦略国際問題研究所のルトワック（Edward N. Luttwak）は、「民衆を威嚇した
り恐怖を与えたりできるのは反乱勢力だけではない。町や村に反乱分子が潜んで
いると思われる場合、当局からの民衆に対する集団処刑を含む処罰という脅しが
あれば、その町や村の名士は反乱分子を当局に引き渡さざるを得なくなるのであ
る。…（中略）…占領者は、民衆に対して、反乱勢力への支援願望や反乱勢力から
の脅威以上に当局による報復の恐怖が勝るようにすれば、特別な方法や戦術を必
要とせずにも反乱を鎮圧できる（22）。」と述べ、反乱勢力からの民衆防護の必要性
を否定する。さらに、敵中心アプローチの論者は、COIN成功には民衆の支持獲
得も不要であると指摘する。
　米国海軍大学のヘイゼルトン（Jacqueline L. Hazelton）は、反乱鎮圧の成功事例とし
てマラヤ危機、オマーンのドファール反乱、エルサルバドル内戦等のケース・ス
タディを行い、反乱鎮圧に当たり、民衆の支持獲得の重要性について異議を唱え
ている（23）。彼女は、「反乱鎮圧の成功には国家に対する民衆の支持は不要である
（24）。」と述べた上で、COIN成功の要件として、武力行使による民衆の管理を通
じた反乱勢力への支援防止、反乱勢力の抵抗意志と能力を打ち砕くための徹底的
な武力行使の重要性を指摘している（25）。
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　このように敵中心アプローチは、COINにおける作戦の焦点を民衆ではなく敵
に当て、民衆を含めた反乱勢力への恐怖と強圧的な武力行使によって反乱を鎮圧
するアプローチといえるだろう。

2．両アプローチの問題点

　両アプローチを比較した場合、まず共通しているのは反乱勢力と民衆の分断を
図る必要性を認識しているという点である。両者ともに、反乱勢力は民衆に紛れ
込み、資金、糧食、隠れ家等を民衆に依存しているため、民衆から反乱勢力への
支援の流れを遮断しなければならないと理解している。相違点はその手法にある。
　民衆中心アプローチの手法は、いわゆる Clear（掃討）－ Hold（確保）－ Build（構

築）であり、具体的には、一定の地域において、まず軍事力を用いて反乱勢力の
戦力を粉砕し、その後も部隊を民衆の居住地に配置し続けて反乱勢力の帰還を阻
止し、民衆との良好な関係を構築することで反乱勢力を民衆から分断し、自治組
織や治安部隊を創設して地域の安定性を高める、というやり方である（26）。その際、
COINに従事する軍は、先述のとおり、パトロールと小規模な作戦や待ち伏せ攻
撃といった軍事行動を昼夜問わず強化し、反乱勢力の民衆への浸透を防ぐことが
必要であり、また武力行使に伴う民衆への被害防止に努めなければならない。
　その一方で、敵中心アプローチの手法は、いわゆる「鉄の拳作戦（“Iron Fist” 

campaign）」であり、具体的には非常線の設置と大規模な捜索・掃討作戦であり、
空爆を含む火力に依存した徹底的な武力行使を通じた鎮圧を志向する。また民衆
に対しては、武力行使と集団懲罰を含む強圧的な管理を通じて反乱勢力との分断
を図る。そのため民衆に対する被害防止の着意はほとんど見られない。
　このような両アプローチに対する批判として挙げられるのが、まず民衆中心ア
プローチの場合、この COINアプローチの理論は仮定に過ぎず、その理論の有効
性が十分に検証されていないとの指摘である。前述のヘイゼルトンは、本アプロ
ーチについて、研究者自身の数少ない経験等に基づき理論の一般化が図られてお
り、事例の体系的な比較等がほとんどなされていない未検証の仮定をベースにし
ていると述べ、潜在的に重要な要因（重要な要因の可能性）から注意をそらすため歪
んだ分析になっていると批判する（27）。また実践的な COINという観点から、先述
のピーターズは、民衆中心アプローチの理論家について、一時的な戦術的成功に
しがみつき、「もしも……、もし我々が失敗を補強できれば……」という決まり
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文句の仮定を持ち出し、成功には更なる時間、より多くの資金、あるいはより多
くの兵士が必要だと主張するが、軍事行動は決して完璧な条件下で実施できるも
のではない（28）と指摘する。彼は、「軍の行動には、時間、リソース、あるいは明
確に定義された任務であっても、常に何かが欠けているものである。軍事ドクト
リンで重要なのは、不完全な条件下での有効性である。全ての星が完全に揃って
いることを要求するドクトリンは失敗する運命にある（29）。」と否定的見解を示し
ている。
　このような民衆中心アプローチへの批判は妥当な感がある。確かに民衆中心ア
プローチの権威であるガルーラもトンプソンも自身の経験等をベースに理論構築
を図っており、その他の研究者がその理論の有効性を十分に検証しているとは言
い難い。むしろ敵中心アプローチの論者がケース・スタディに基づいて、COIN

成功にあたり民衆の支持不要、反乱勢力と民衆の強制的分離の有効性等を指摘し、
民衆中心アプローチの理論を批判しているのは先述のとおりである。またピータ
ーズが主張するように、いくら論理的に素晴らしくとも、全ての条件を兼ね備え
ないと成功しない完璧すぎる理論は、不確実性が伴う戦場においては確かに機能
しないであろう。このように考えると民衆中心アプローチは、今後の COIN遂行
にあたり、現実性に乏しいのかもしれない。
　その一方で、敵中心アプローチにも問題がないわけではない。全米経済研究所
のコンドラ（Luke N. Condra）らは、アフガニスタンにおける COINについて、ISAF

民間人死傷者追跡セル（ISAF Civilian Casualty Tracking Cell：CCTC）を活用して ISAF

による民間人死傷事案と反乱の関連性について詳細な分析を行った。その結果、
ISAFによる民間人死傷事案が生起した場合、それ以降、反乱勢力への兵員のリ
クルート数増大につながり、「意欲的な戦闘員の数が増え、反乱勢力の攻撃が拡
大することになる（30）」と結論付けた。彼らはこれを「復讐効果（revenge effect）」と
呼び（31）、その上で、「軍による民間人への危害を最小限に抑えることは、反乱勢
力の徴兵の可能性を最小限に抑えることになる（32）。」と主張している。先述の通
り、敵中心アプローチが民衆への危害防止に無着意であることを勘案すれば、厳
しい指摘であろう。
　また、軍と政治の関係性からも敵中心アプローチには欠点がある。戦闘で勝ち
戦争に敗れたベトナム戦争を象徴する逸話として、ベトナム戦争に従軍したサマ
ーズ米陸軍大佐（Col. Harry G. Summers Jr）が 1975年にハノイを訪問した際にトゥ北
ベトナム陸軍大佐（Col. Tu）と交わしたやり取りは有名である。サマーズ大佐が
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「君達が戦場で我々に決して勝てなかったことは知っているだろう。」というとト
ゥ大佐は「そうかもしれないが、それは無関係でもある。」と答えた（33）。つまり、
米軍は戦場においてベトコンと北ベトナムに対し、米軍の損害よりもはるかに大
きな犠牲者を一貫して与えた（34）が、結果として米国はベトナムからの撤退を余儀
なくされた。米軍は勇敢に戦い、戦闘には勝利したが、トゥ大佐が言ったように
それは無関係であった。ベトナムは軍事的解決ではなく政治的解決（political 

solution）を求めていたのである（35）。このように考えると、COINを成功させるには
政治的視点が不可欠であろう。
　以上のように、民衆中心アプローチ及び敵中心アプローチの双方共に問題点が
見られる。次節では、両者を脱却したアプローチに係る先行研究とその評価につ
いて述べる。

3．両者を脱却したアプローチに係る先行研究とその評価

　両者を脱却したアプローチに係る先行研究として挙げられるのは、管見の限
り米国ランド研究所のポウル（Christopher Paul）らの研究しかない。彼らは、従来の
COINアプローチは、民衆中心・敵中心という哲学のいずれかのレンズを通して
COINを見る傾向があるとの認識を示した上で、1944年から 2010年の間に世界
中で生起した 71の反乱の分析を行った結果、一般的な見解に反して、COINの
考え方における伝統的な民衆中心と敵中心の論理は相互に排他的ではないと主張
する。むしろ、この二分法は風刺的なものであり、歴史的な COINのほとんどは
2つの哲学を混合しており、COINに従事する軍は反乱勢力に対する民衆支援を
遮断すると同時に、殺害と拘束を通じて反乱の分子数を減らそうとしてきたと言
明する（36）。そのため、彼らは今後の COINにあたって、民衆中心及び敵中心とい
う従来のアプローチから脱却した要領で臨むべきであると主張する。具体的には、
COINの努力を指向する目標（target）と COINの実践的な行動（action）の 2つの側面
から、武力行使を含む強圧的な政策と道徳的・政治的取り組みを通じた反乱の動
機を減じさせる穏健的な政策のバランスに留意したアプローチの提言である。
　彼らによれば、過去に成功した COINは、COINを指向する「目標」としての
反乱勢力そのものと反乱勢力への支援者、並びに COINの実践的な「行動」とし
ての物理的な武力行使と道徳的・政治的取り組みという、「目標」及び「行動」
の二直線で区分した 4つの象限を跨ぐようなバランスを見出していた（37）と指摘す
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る。彼らの示す 4つの象限は図 1の通りである。

　図 1　先行研究による「目標」と「行動」の側面からの 4つの象限

　（出�典）Christopher Paul, Colin P. Clarke, Beth Grill & Molly Dunigan, “Moving 
Beyond Population-Centric vs. Enemy-Centric Counterinsurgency”, Small 
Wars & Insurgencies, Vol. 27, No. 6 (October 2016), p. 1029.（筆者翻訳）

　4つの象限の「右下」は、伝統的な敵中心の反乱鎮圧活動の中核となる部分で
あり、活動中の反乱勢力を物理的武力で粉砕することである。「右上」は、ター
ゲットを反乱勢力の支援に絞って物理的な力を使用することであり、反乱勢力へ
の物資の密輸防止などの国境管理措置等が含まれる。「左上」は、反乱勢力の支
援を対象とした道徳的・政治的取り組みであり、支援提供の動機を低下させるた
め、政府の正当性を高めたり、反乱勢力の正当性を低下させたりする取り組み等
が含まれる。「左下」は、活動的な反乱勢力を対象とした道徳的・政治的取り組
みであり、反乱勢力に暴力から離れて政治プロセスに参加してもらうこと、権力
の共有や協力の申し出などが含まれる（38）。
　彼らは図 1のような枠組みを示しながら、将来の COINについて、敵中心アプ
ローチと民衆中心アプローチという伝統的ではあるが時代遅れの二分法に囚われ
るよりも、当初から上記のようなバランスの重要性を認識することでより効果的
な COINの計画と実施が可能になるであろう（39）と主張するのである。
　確かに、民衆中心アプローチと敵中心アプローチは COINの実態を見た場合、
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明確に区分するのは難しいのかもしれない。例えばフィリピン政府によるフク団
鎮圧事例（1946-1954）は、民衆中心アプローチの成功例とされる（40）が、COIN全般
を指導したラモン・マグサイサイ（Ramon Magsaysay）国防長官（1953年より大統領）が
「私は左手で全ての反体制派に平和への道、幸せな家庭、経済的安全を提供する
一方で、右手をもって、我々の民主的政府に抵抗し、政府を破壊しようとする全
ての反乱勢力を粉砕するであろう（41）。」と述べたように、実際には、いわば穏健
策と強圧策を織り交ぜた COINアプローチであった。
　このような COINの実態を考慮すれば、民衆中心アプローチと敵中心アプロー
チは明確に区分できないのであり、本先行研究は、両者を脱却した新たなアプロ
ーチといえるだろう。しかし、今後の COINを遂行するにあたり本先行研究の示
す 4つの象限の枠組みが十分に機能するのか、その検証は不十分である。とい
うのも、本先行研究では 4つの象限全てにわたってバランスのとれた COINの成
功事例としてシエラレオネ共和国の内戦（1991-2002）のケースを取り上げている（42）

が、シエラレオネ共和国の内戦では、旧宗主国のイギリスが介入して反乱勢力を
弱体化させた結果、政府と反乱勢力の和平合意が成立した経緯があり、必ずしも
COIN当事国が主体となって反乱を鎮圧した事例ではないからである。そのため、
本枠組みの有効性を検証するには、COIN当事国が主体となって反乱を鎮圧した
事例を取り上げ検証することも必要であろう。
　そこで次節では、先行研究の枠組みの有効性を検証するため、スリランカ政
府によるタミル人の分離主義組織であるタミル・イーラム解放の虎（Liberation 

Tigers of Tamil Eelam：LTTE、以下 LTTEと記述する）の反乱鎮圧の事例を取り上げた
い。LTTEは、スリランカの多数民族であるシンハラ人と少数民族であるタミル
人（全人口の 12％）間の民族紛争から誕生した組織であり、1983年以来、スリラン
カ政府に対する武装闘争を継続していた。スリランカ政府は、マヒンダ・ラージ
ャパクサ（Mahinda Rajapaksa）大統領（大統領期間：2005.11.19-2015.1.9）政権時代の第 4次
イーラム戦争（2006.7-2009.5）（43）において、LTTEを最終的な軍事的敗北に追い込み、
反乱の鎮圧に成功した。そのため、以下、ラージャパクサ政権の COINに係る取
り組みを先行研究図 1の 4つの象限に沿って分析するとともに COIN実施の過程
でどのような問題が生じたのかについて考察する。
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4．先行研究における 4つの象限の枠組み検証（スリランカのケース・
スタディ）

（1）①反乱勢力を対象にした物理的な武力行使（図 1の「右下」）

　スリランカ政府は、LTTEの反乱鎮圧に当たり、当時の大統領であったラージ
ャパクサの名前を冠してラージャパクサ・モデルと称される COINドクトリンを
採用した。その特徴は「反乱勢力とは決して交渉しない」、「敵を排除し、全滅さ
せて地獄に送る」といった武力行使一辺倒のドクトリンであった（44）。このドクト
リンを遂行するにあたり、ラージャパクサ政権は軍事力の増強に着手した。
　2005年から 2008年までの間、軍事予算を 40％増大（45）するとともに、2008年
だけでも 4万人の兵士を追加徴集し（46）、陸・海・空の 3軍種の総兵力は約 15万
人に達した（47）。また国防費は 17億 4000万ドルに上り、GDP比 17％（48）という驚
異的数値であった。加えて、ラージャパクサ政権は、装備の導入等に際し、中国、
インド、パキスタンといった諸外国からの多大な軍事支援を享受することに成功
した。
　中国は、2007年に陸軍と海軍強化のために最新のレーダーや大量の弾薬供給
を含む 4200万ドル分の軍事支援に係る協定を締結（49）するとともに、2008年には、
空軍に F7ジェット戦闘機 6機を供与し、約 10億ドルの軍事支援を実施した（50）。
インドは 2006年にスリランカ空軍にMi-17ヘリ 5機を供与（51）し、パキスタンも
航空機等の装備を提供するととともにスリランカ軍に対する訓練支援を実施し
た（52）。
　過去の内戦（第 1次イーラム戦争～第 3次イーラム戦争）では、スリランカ陸軍が中
心となり、海軍や空軍は殆ど参加していなかった（53）。スリランカ軍の攻勢は、相
互連携の戦略と調整が欠如しており、LTTEに軍事的圧力をかけ続けることがで
きなかった。そのため、LTTEは、大規模な軍事攻勢を受けつつも、勢力を再編
成し、新たに順応するだけの十分な好機を有していた（54）といわれている。しかし、
こうした諸外国からの支援等を通じて海・空軍能力が向上したことにより、ラー
ジャパクサ政権の下で、スリランカ軍は、陸・海・空軍による総力戦をもって、
LTTEに持続的な軍事的圧力を加え得るレベルに強化されていくのである。
　さらに第 4次イーラム戦争におけるスリランカ陸軍は、良く訓練され、機動
力に富む小規模な部隊を投入した。特別歩兵作戦チーム（Special Infantry Operation 
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Team: SIOT、以下 SIOTと記述する）と呼ばれる小規模の部隊は、4人、8人または 12

人で編制され（55）、LTTE陣地の後方奥深くに浸入して、指揮官等の高価値目標を
攻撃して殺害するとともに、リアルタイムの情報を入手し、LTTEの補給線や指
揮系統を混乱させた。また、空爆や砲迫の火力誘導の訓練も施され、LTTEの防
御陣地に対して精密な火力打撃を与えた。こうした前方及び後方奥深くの同時攻
撃により、LTTEの部隊は、行動の自由を失い、その場に身動きが取れないよう
になり、徐々に壊滅に向かっていった（56）。

（2）②反乱勢力への支援（者）を対象にした物理的な武力行使（図 1の「右上」）

　LTTEは、完全に機能する軍隊の結成に成功したことで有名な組織であった（57）。
LTTEは、大砲やミサイルなどの重火器、自前の海・空部隊までも保有した通常
国家の正規軍に類似したような組織であり、それを裏付けるかのように、2007

年にスリランカ軍が LTTEから押収した兵器には、152mm榴弾砲× 2、120mm

迫撃砲× 5、81mm迫撃砲× 8、T56突撃銃× 624、対空砲× 2、RPG対戦車ミ
サイル、自爆用ボート× 2、クレイモア地雷× 24、機関銃× 13、高性能通信機
材× 34、対人地雷といった通常国家の正規軍が保有するような武器が含まれて
いた（58）。こうした洗練された兵器の入手について、1980年代後半当時、LTTE

の副司令官であったキッテュ大佐（Colonel Kittu）が「LTTEの武器はシンガポール
の国際市場で購入された後、インドのタミル・ナードゥ州に運ばれ、インド・ス
リランカ間の狭いポーク海峡を船で運搬された（59）」と述べたように、LTTEは
兵器等を海外からの密輸入により入手していた。そのため、スリランカ政府が
LTTEの密輸入（武器支援）を遮断するには、スリランカが四面環海の島国である
ことから、自国の海軍等により、海上において LTTEの補給船等を拿捕あるい
は撃沈する必要があった。
　スリランカ海軍は、LTTEの密輸入を阻止するため、イスラエル海軍の高速戦
闘艇にも分類されるドヴォラ級哨戒艇を導入し、1980年代末期より運用してい
た（60）が、LTTEの小型ボートと自爆テロボートによるゲリラ戦術に脆弱であり、
LTTEの密輸入を遮断できないでいた。そこで、海軍強化の一環としてラージャ
パクサ政権時の 2006年に「小型ボート概念（Small Boat Concept）」を導入した。こ
れは、LTTEの小型ボートを活用したゲリラ戦術を効果的に模倣し、大規模に発
展させた概念であった（61）。
　スリランカ海軍は、小型ボート部隊創設に多額の投資を行い、強力なエンジン
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を搭載し、重機関銃や自動擲弾銃を装備した 16ft（4.9m）、18ft（5.5m）、23ft（7.0m）

の 3種類の小型ボート（アロー・ボート）を製造した（62）。この LTTEのゲリラ戦術に
対抗し得るアロー・ボートの開発と小型ボート部隊の創設は、スリランカ海軍に
よるいわば非通常戦争のゲリラ的な戦術への転換と実行であり、これにより、ス
リランカ海軍は LTTEの船舶の損耗を増大させるとともに彼らの制海能力を低
減させることに成功するのである（63）。
　こうして制海能力が向上したスリランカ海軍は、国際社会の支援を得ながら
LTTEの兵器輸送に使用される大型貨物船にターゲットを絞った情報収集を有効
的に実施し、2006年 9月～ 2007年 10月までの間に 1000トン以上の戦時補給品
を積載した大型貨物船 8隻を撃沈した（64）。これにより、LTTEの武器密輸は 80

％以上が削減され、LTTEは武器の枯渇と物資の欠乏で弱体化し、軍隊レベルの
軍用品や兵器の代わりに即席の迫撃砲やロケットといった原始的な戦術に回帰せ
ざるを得なかったといわれている（65）。

（3）③反乱勢力への支援（者）を対象にした道徳的・政治的取り組み（図 1の「左上」）

　LTTEの活動資金は合法・非合法の複合した手段で成り立っており、大部分は
国外在住タミル人からの支援金であった。最大で 90％が海外からの資金であっ
たとされている（66）。2006年段階で、世界各地の在外タミル人は、およそ 60万人
～ 80万人であり（67）、在外タミル人からの支援金は、ピーク時で毎月 200万ドル
に上った（68）。こうした LTTEに対する海外からの支援金を遮断するためにラー
ジャパクサ政権が実施した取り組みは、世界各国に対する LTTEのテロ組織指
定（非合法化）の働きかけである。これは、反乱組織がテロ組織に指定され、非合
法化されると、テロ組織への資金援助は犯罪行為となり、資金集めと送金が禁じ
られるようになるためである。
　このため、ラージャパクサを始めとする政府高官が国連や 2国間対話等の場
を通じて、国際社会に対して LTTEのテロ組織指定及び非合法化を要望した（69）。
ラージャパクサが大統領に就任した 2005年当時は、2001年 9月 11日に発生し
た米国同時多発テロに端を発する世界的なテロとの戦いという雰囲気の真った
だ中にあったこと、LTTEが分離・独立運動の過程で、圧倒的に政治的暴力（暗殺、
処刑、テロなど）と民間人に対する無差別的な暴力を使用していた（70）ことから、多
くの国が LTTEのテロ組織指定を受け入れた。
　ラージャパクサ政権時には、カナダが 2006年 4月に LTTEをテロ組織に指定
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し（71）、同年 5月には欧州連合（EU）も同様の措置を執った（72）。最終的に LTTEが
スリランカ政府に軍事的敗北を喫した 2009年までに 32ヶ国が LTTEを非合法
化することになった（73）。LTTEは、テロ組織としての烙印を押され、ラージャパ
クサ政権は、テロ組織である LTTE撲滅の大義名分を得るとともに、LTTEに対
する在外タミル人からの資金援助を阻止することにも成功したのである。これは
LTTEにとって大打撃であり、LTTEは活動資金に事欠くようになった。2006年
の段階で、LTTE指導者のプラバカラン（Velupillai Prabhakaran）は、LTTEの非合法
化が LTTEの戦闘のための物資購入能力を阻害していると述べている（74）。
　とりわけラージャパクサ政権時の EUとカナダによる LTTEのテロ組織指定の
効果は大きいものがあった。2006年当時の EU加盟国は 25ヶ国であり、欧州各
国にはタミル人が多数居住していた。またカナダにおけるタミル人コミュニティ
ーは約 40万人と世界最大であり（75）、LTTEに対する支援金の 4分の 1は、カナ
ダ系タミル人からの拠出金であった（76）。カナダと EUによる LTTEの非合法化は、
スリランカ政府にとって大きな成果であったといえるだろう。

（4）④反乱勢力を対象にした道徳的・政治的取り組み（図 1の「左下」）

　反乱勢力を対象としたいわゆる穏健策として挙げられるのが、降伏あるいは武
装闘争を放棄した LTTEメンバーの取り込みであろう。過去の内戦（第 1次イーラ

ム戦争～第 3次イーラム戦争）におけるスリランカ政府と軍は、「捕虜を受け付けな
い：“take no prisoners”」精神で LTTEに臨んでいた（77）。これは、LTTEにしてみ
れば投降しても殺害される可能性が高く、より頑強に抵抗する意志を植え付ける
ことになる。また LTTEに係る情報取集の着意も欠如していたため、政府軍に
作戦情報の提供を申し出るタミル人も粗略に扱われ、結果として、これらの人々
は LTTEに加わることが多かった（78）。
　こうした過去の方針から脱却して、ラージャパクサ政権は、LTTEからの離
脱者に対してより寛容な姿勢をとり、多数の高官級 LTTE離脱者から貴重な
情報を得ることに尽力した（79）。その顕著な例は、2004年 3月に約 6000人の
メンバーを引き連れて LTTEを離脱したカルナ大佐（Colonel Karuna Amman）（80）

の取り込みである。彼は、LTTE支配下のスリランカ東部州における優秀な野
戦指揮官であり、LTTEの部隊配置、資源及び隠れ家といった貴重な情報を
有していた（81）。スリランカ軍は、第 4次イーラム戦争の東部州における作戦
間、このカルナ大佐の支援を受けるとともに、彼の率いるカルナ派は、スリラ
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ンカ軍と協力して LTTEと戦った（82）。スリランカ軍は、2007年 6月に LTTE

支配下の東部州全域を制圧したが、東部州における軍事的勝利は、カルナ
派の真摯な支援により容易に達成できたといわれている（83）。そしてカルナ大佐は、
このラージャパクサ政権への協力の対価として、タミル人の地位向上に資する政
治的地位を得ている。
　カルナ大佐は、LTTE指導者のプラバカランがあくまでもタミル人国家の分離
独立を求めていたのに対し、分離独立ではなく、統一国家内の連邦制を目標とし
て、最終的には政治的解決を求めていた（84）。彼は、LTTE離脱後にタミル人政党
である「タミル人民解放の虎（TMVP）」を結成してスリランカ東部で政治活動を
開始する。この TMVPはラージャパクサ政権時の 2008年 1月に正式な政党とし
て登録され（85）、2008年 3月よりラージャパクサの与党政党である統一人民自由
同盟（UPFA）からの支持を得るようになった（86）。また 2008年 10月には、UPFAよ
り国会議員に任命され（87）、LTTEが軍事的敗北を喫する 2か月前の 2009年 3月
には、ラージャパクサ政権の国民統合大臣に就任する（88）という厚遇ぶりであっ
た。政府と協力する大規模なタミル人政党の開設は、一部の地域で LTTEの支
持を減少させ、戦争に疲れた民衆にプラバカランの強権的な支配に代わるものを
提供し、スリランカ政治における将来の発言力を高める可能性をもたらした（89）と
いわれている。

（5）COIN 遂行の過程で生じた問題点

　ラージャパクサ政権の COIN遂行の過程で生じた問題点は、民間人死傷者の拡
大である。第 4次イーラム戦争が始まった 2006年以降、米国や国連、国際的な
人権団体は、スリランカにおける人権状況が悪化しているとして懸念を表明する
ようになった（90）。とりわけ米国は、2007年 6月に、米国下院でスリランカにお
ける人権状況悪化への懸念と速やかに和平協議を再開するように求める決議を採
択し（91）、同年に人権侵害を理由にスリランカへの武器と弾薬の支援を停止した（92）。
　伝統的に米国、EU、カナダ等がスリランカ政府への軍事支援の大部分を提供
してきた。これら西側諸国は支援継続の条件として、人権を尊重し、民間人犠牲
者を出さないように求めてきた。しかしラージャパクサ政権は、こうした西側諸
国の人権に対する関与が LTTE鎮圧への障害とみなすようになり（93）、軍事援助
国を前述の中国、インド、パキスタンに求めるようになった。とりわけ中国は軍
事支援に限らず国際政治の場においてもラージャパクサ政権を支援した。
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　中国は、スリランカ政府の新たな攻勢を批判する国連安全保障理事会の決議を
阻止し（94）、人権団体や西側諸国の抗議にもかかわらず、ラージャパクサ政権に西
側諸国からの懸念を無視し、軍事的鎮圧を進める作戦の自由を与えた（95）ともいわ
れている。この結果、第 4次イーラム戦争では、多くの民間人が死傷し、特に
2009年 1月以降の内戦末期には、国連によると民間人約 6500人が死亡し、少な
くとも 14000人が負傷したとされている（96）。

（6）小　　結

　本節では、先行研究による新たなアプローチの有効性を検証するため、スリラ
ンカ政府による LTTEの反乱鎮圧事例を取り上げ、ラージャパクサ政権の COIN

に係る取り組みを先行研究の 4つの象限の枠組みに沿って分析するとともに
COIN実施の過程でどのような問題が生じたのかについて考察した。
　考察の結果、①反乱勢力を対象にした物理的な武力行使（右下）においては、ラ
ージャパクサ政権がラージャパクサ・モデルと称される武力行使一辺倒のドクト
リンを採用し、このドクトリンを遂行するにあたり、軍事力の増強に着手した
こと、②反乱勢力への支援（者）を対象にした物理的な武力行使（右上）においては、
LTTEの武器の密輸入を阻止するためスリランカ海軍が LTTEのゲリラ戦術に対
抗し得る小型ボート部隊を創設して制海能力を向上させたこと、③反乱勢力への
支援（者）を対象にした道徳的・政治的取り組み（左上）においては、LTTEに対す
る在外タミル人からの支援金を遮断するためにラージャパクサ政権が世界各国に
対して LTTEのテロ組織指定（非合法化）を働きかけたこと、④反乱勢力を対象に
した道徳的・政治的取り組み（左下）においては、降伏あるいは武装闘争を放棄し
た LTTEメンバーを取り込み、政治的対価を保証しながら LTTEの鎮圧に協力
させたこと、が明らかになった。また COIN遂行の過程で、民間人死傷者拡大と
いう問題点が生じたことも認識できた。
　ラージャパクサ政権は、COINの新たなアプローチの枠組みに基づけば、4つ
の象限の全てに跨がるようなバランスをとって LTTEの鎮圧に成功した。そのた
め、先行研究に示した 4つの象限に基づく新たな COINアプローチの枠組みは有
効であると思料する。しかしその一方で、COIN遂行の過程で大量の民間人死傷
者が発生したことは、冷戦終焉以降、人権・民主主義の議論が活発になり、1993

年の「世界人権会議」で、人権が普遍的価値であり、国際社会の正当な関心事項
であることが確認された（97）ことに鑑みれば、ラージャパクサ政権の COINアプロ
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ーチ自体は批判の対象になるだろう。そのため、先行研究の枠組みは、図 2のよ
うに「国際的な人権規範」を考慮する必要性を付記して修正する方が望ましい。

図 2　先行研究の枠組みの修正

　（出典）筆者作成

お わ り に

　本稿では、当初従来の COINアプローチである民衆中心及び敵中心アプローチ
の考え方を確認し、民衆中心アプローチは未検証の仮定をベースにした完璧すぎ
る理論であるため現実性に乏しく、敵中心アプローチは民衆への被害防止に無着
意であり、結果的に反乱を助長するとともに政治的視点が欠如していると評価し
た。その後、両者を脱却した新たなアプローチに係る先行研究を紹介し、先行研
究の枠組みの有効性検証が不十分であるため、スリランカ政府による LTTE鎮
圧事例を取り上げ、その枠組みの有効性を検証した。
　検証の結果、スリランカのラージャパクサ政権は、先行研究に示す COINの新
たなアプローチの枠組みに基づけば、4つの象限の全てに跨がるようなバランス
をとって LTTEの鎮圧に成功していたことから、先行研究の新たな COINアプロ
ーチの枠組みは有効であると結論付けた。しかしその一方で、更なる課題も見え
てきた。
　スリランカのラージャパクサ政権は、確かに LTTEの鎮圧に成功したが、そ

国際的な人権規範
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の後も人権侵害・戦争犯罪調査に係る国際社会からの圧力は継続することになっ
た。2009年 5月には、ジュネーブで国連人権理事会が開催され、スリランカ政
府が戦争犯罪に関わったとしてスリランカの現状を調査すべきとの主張がなされ
た（98）。また 2014年 3月には、国連人権理事会がスリランカ政府は適切な調査を
怠ったとして、紛争中に生じたとされる戦争犯罪の調査を承認した（99）。2021年
3月には、国連人権理事会が紛争中における人権侵害の証拠を収集・分析し、加
害者を訴追するための調査チームに資金を提供する決議を行っている（100）。今後
の COINでは、先行研究に示す 4つの象限のバランスもさることながら、国際社
会の人権規範にも配慮が求められるだろう。
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